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論文内容要旨
 地球規模の温暖化への対応を図るため、1999年に改正されたいわゆる次世代省エネルギー基準により
 住宅の断熱・気密性能が規定されるようになり、住宅の断熱化・気密化が更に進みつつある。住宅の気
 密化は、漏気による熱負荷の低減、結露の防止、計画的な換気の実現などのために有効であるが、気密
 住宅において換気が不十分な場合、建材や什器に多用される化学物質などにより室内空気が汚染されや
 すくなり、居住者の健康被害を引き起こすシックハウスの原因となる可能性が高い。
 従来の住宅と比較して自然換気量の少ない気密住宅では、室内空気環境を清浄に維持しシックハウス
 を防止するために、機械換気システムが導入され始めるようになった。この動きは、2003年7月の建築
 基準法の改正へと繋がり、シックハウス防止対策として、有害な化学物質を含有する建材の使用量を制
 限するとともに、住宅への機械換気設備の義務付けなどにより、居室において換気回数0.5回ノh以上の
 換気量を確保することが規定された。以上のような動向の中で、実在住宅における換気性能の実態を把
 握することは重要であり、問題が見つかった場合は解決策を模索することが不可欠である。
 換気量の測定法に関しては、これまでに数多くの研究が行われており、その手法は多岐に渡る。実在
 住宅において換気性能の実態を把握するためには、各測定法の測定項目、測定機器、測定期間、適用条
 件、適用範囲、居住者や測定者への負担などを考慮し、適切な測定法を選定し適用しなければならない。
 特に、居住状態において換気量を測定する場合、居住者への負担を最小限に抑えた手法が望まれる。
 2005年2月に京都議定書が発効されたことにより、地球温暖化防止への動きは更に活発になり、京都
 議定書の中で掲げられたCO2の削減目標を達成するために、民生部門でもエネルギー消費量の大幅な削
 減が要求されている。このような動きの中で、近年、シックハウス防止および省エネルギー促進を目的
 とした新しい機械換気システムが登場し始めている。建物全体の換気を行うことにより建物の耐久性を
 高め、床下・壁体内・小屋裏等の内部空間で発生する有害な化学物質の濃度を低減させる、内部空間を
 ダクトスペースとして利用した換気システム、熱交換換気を行うことにより冷暖房負荷を削減する熱交
 換器付き換気システムが、その例として挙げられる。このような新しい換気システムの測定事例は数少
 なく、換気性能の評価手法も確立されていないのが現状である。
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難 以上のような背景を受けて、本研究では、各種の住宅換気システムに対応した性能評価法を提案する
 ために、実在住宅や実験家屋を対象として実測調査並びに数値解析を実施し、多岐に渡る換気量の測定
 法に関して、測定項目、測定機器、測定期間、適用条件、適用範囲、居住者や測定者への負担などを考
 慮し、対象住宅や換気システム、居住状態等の測定条件に合わせた選定方法、適用方法の検討を行った。
 実在住宅の実測調査では、居住状態で適用可能な換気量測定法を用いて換気性能の実態を把握し、換気
 量不足の原因を探るための追加調査を実施した。機械換気設備を備えた住宅における換気量不足の解決、
 新しい換気システムに対応した性能評価法の確立のために、設計・竣工・運用段階における住宅換気シ
 ステムの性能評価法を提案し、実用化に向けた検討を行った。
 第1章では、住宅の気密化の進行、シックハウス問題の顕在化、機械換気設備の設置の義務付けとい
 う住宅換気分野における近年の動向について述べ、シックハウス防止、省エネルギー推進の観点から多
 種多様な機械換気システムが導入されるようになった現状において、各種の換気システムに対応した性
 能評価法を提案するために、多岐に渡る換気量の測定法に関して、対象住宅や換気システム、居住状態
 等の測定条件に合わせた選定方法、適用方法の検討を行う本研究の必要性を示した。
 第2章では換気量測定法に関する文献調査を行い、測定項目、測定方法、測定原理などについて整理
 した。
 第3章では、第2章で整理した換気量測定法の中から居住状態での測定が可能な3種類の測定法(給
 排気口の風量測定、一定濃度法、PPT法)を選定し、2001年から4年間にわたり、47件(延べ71件)
 の実在住宅を対象として、建物の気密性能や換気量の測定、換気システムの使用状況やメンテナンスに
 関するヒアリング調査を実施し、得られたデータより換気性能の実態を明らかにし、居住状態における
 換気量測定法の適用について検討した。
 実測調査の結果から、実在住宅における換気性能の実態として以下の結果が得られた。建物の気密性
 能に関しては、約7割の住宅で、次世代省エネルギー基準値である単位床面積当たりの相当隙間面積
 5cm2/磁2を満たしていた。2005年に実施した追加調査の対象住宅の中には、2004年以降に建設された比
 較的新しい住宅が含まれているが、それらの住宅の気密性能は0.5～0.6cm2加2であり、建築技術の向上
 とともに住宅の気密化が更に進行している現状が明らかになった。
 次に、換気量測定の結果について説明する。調査対象住宅の約6割には機械換気システムが設置され
 ており、風量測定器を用いてシステムの給排気潤風量の測定を行った。機械換気システムが設置されて
 いるのにも関わらず、必要換気量の目標値0.5回海を満たしていない住宅が多く見られた。換気量不足
 の原因を探るため、2005年に実施した追加調査の結果より、換気システム内に設けられたフィルターや
 防虫網の埃や虫による目詰まりが主要な原因の1つであることが判明した。同様に、追加調査内で実施
 されたヒアリング調査では、換気システムのメンテナンス不足の実態が明らかになり、換気システムの
 設計や施工だけでなく、運用や維持管理の在り方にも課題を示す結果となった。
 換気量測定は3種類の測定法を用いて実施し、得られたデータを分析することで、それぞれの測定項
 目、測定機器、測定期間、適用条件、適用範囲、居住者や測定者への負担などについて検討した。ポー
 タブルの風量測定器による給排気口の風量測定は、短時間で機械換気システム自体の性能を測定でき、
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 システムにおける風量低下の原因箇所を探る上で重要な測定法である。一定濃度法はトレーサーガス法
 の1つで、大掛かりな測定機器を用いて室内にガスを注入し、室内空気の撹拌、室内ガス濃度の測定を
 行いながら室内のガス濃度を一定に維持することによって、ガスの注入時点の瞬時換気量を連続測定す
 る。従って、換気量の経時変化が得られ、居住者の生活行為(窓開け、玄関の出入り、台所や浴室に設
 置された局所ファンの運転等)の影響の少ない測定データを選出し、建物隙間と換気システムの両方を
 通した換気量を評価することが可能である。PFr法は、測定機器によりアクティブな方法で室内のガス
 濃度の測定やガス注入を行う一定濃度法とは異なり、パッシブな方法でガスの発生と捕集を行い、約1
 週間の測定期間内における平均換気量、すなわち、窓開け換気等を含めた日常の換気量を測定する。測
 定装置は小型であり、設置・撤去作業も簡単で居住者への負担も少ない。
 第4章では、床下・壁体内・小屋裏等の内部空間をダクトスペースとして利用する換気システムの性
 能評価について検討する。対象システムは、内部空間を空気の通り道にすることで、室内空気の清浄性、
 省エネルギー性を高めることを目標としており、第3章で取り上げた換気量以外に、室内だけでなく内
 部空間を含めた換気経路についても評価する必要がある。そこで、第2章で整理した換気量測定法の中
 から、空気齢(給気口や建物隙間から導入された外気が室内のある点に到達するまでの時間)を測定す.
 ることが可能なステップアップ法、ステップダウン法を選定し、4件の非居住状態の住宅を対象として
 測定を行い、今まで室内の換気経路を把握するために用いられてきた測定法により、内部空間を含めた
 換気経路について把握できることを確認した。
 第5章では、熱交換器付きハイブリッド換気システムの性能評価について検討する。対象システムは、
 熱交換換気を行うことにより冷暖房負荷を削減することで、省エネルギー性を高めることを目標として
 おり、換気量以外に、熱交換による省エネルギー量についても評価する必要がある。従来の熱交換特性
 の評価法では、熱交換部の給排気量が同等であることが前提となっており、給排気量が同等とは限らな
 い施工後の換気システムに内蔵された熱交換器の省エネルギー性を正確に評価することができない。そ
 こで、熱交換による回収熱量、排出熱量という評価指標、その指標を用いた評価法を提案し、東北大学
 構内に建設された2階建ての実験家屋を対象として、実測と数値解析により冬期と夏期における換気量
 と熱交換による省エネルギー量の評価を行った。
 換気システムに内蔵されている給気ファンと排気ファンの運転状況、建物の気密性能、熱交換器の熱
 交換性能をパラメータとした実験と数値解析の結果から、室内外温度差が大きく熱交換による省エネル
 ギー量が大きくなる冬期において、給気ファンを運転しない場合、給気ダクト内の逆流、2階各室の換
 気量不足の問題が発生し、給気ファンと排気ファンを両方とも運転しない場合には、換気量及び熱交換
 による回収熱量が非常に小さく、排気ファンのみを運転した場合には、建物の気密性能の低下が回収熱
 量の急激な減少につながることが明らかになった。また、ファンを両方とも運転した場合は、過大換気
 により省エネルギー性が損なわれることが判明した。
 以上より、対象実験家屋に本システムを設置した場合、必要換気量を確保し、熱交換による省エネル
 ギー性を高めるために、給気ファンを常時運転する必要があることが明らかになった。
 第6章では、第3章で明らかになった住宅換気の課題解決、第4章・第5章で取り上げた新しい換気
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 システムに対応した性能評価法の確立のために、2000年に制定された住宅性能表示制度をベースとした
 住宅換気システムの設計・竣工・運用段階における性能評価法を提案し、基本事項について検討した。
 住宅性能表示制度とは、劣化の軽減、維持管理への配慮、温熱環境、空気環境などの9分野29項目に
 ついて、指定住宅性能評価機関が住宅の性能を評価し、住宅性能評価書として表示する制度であり、新
 築住宅における設計性能評価(設計段階)及び建設性能評価(施工・竣工段階)、既存住宅における性
 能評価(運用段階)の3段階で評価が行われる。第3章～第5章の成果に基づき、換気システムに関す
 る評価項目、評価手順、使用する測定法などについて考察し、住宅性能表示制度における追加・改正す
 べき点として整理した。
 第7章では、本研究における研究成果を総括するとともに、住宅換気システムの性能評価法に関する
 今後の課題と展望について言及し、結論とした。
755
 論文審査結果の要旨
 本論文は、各種の住宅換気システムに対応した性能評価法を提案するために、実在住宅や実験家屋を
 対象として実測調査並びに数値解析を実施し、多岐に渡る換気量の測定法に関して、対象住宅や換気シ
 ステム、居住状態等の測定条件に合わせた選定方法、適用方法の検討を行ったものである。
 第i章は序論、第2章では、既往の換気量測定法について整理している。第3章では、居住状態にあ
 る住宅の換気量を3種類の測定法(給排気口の風量測定、一定濃度法、PFT法)を用いて測定し、延べ
 71件の測定データを比較検討した.シックハウス問題に関連して建築基準法が改正され、機械換気設備
 の義務付けにより居室の換気回数0.5回/hの確保が要求される中で、今回用いた測定法の適用により、
 設備のメンテナンス不足等の問題で設計換気量が確保されていないことや、2階部分で換気不足の場合
 があること等を確認できることを検証し、複数の現場測定法の得失について明らかにしたことは、高く
 評価できる.第4章では、床下・壁体内・小屋裏等の内部空間をダクトスペースとして利用する換気シ
 ステムを備えた住宅4件を対象として、既往の換気効率測定法を適用し、室内だけでなく内部空聞を含
 めた換気経路について評価できることを検証している。第5章では、熱交換器付きハイブリッド換気シ
 ステムを備えた実験家屋を対象に実測と数値解析を行い、施工後の換気システムに内蔵された熱交換器
 の省エネルギー特性を評価する手法として、熱交換による回収熱量、排気熱量による評価方法を提案し
 た。第4章・第5章は、シックハウス防止、省エネルギー推進の観点から実用化され始めた新システム
 について性能評価しており、独創性の高いものである。第6章では、以上の成果を基に、換気システム
 の設計・竣工・運用段階における性能評価法を提案し、評価項目や測定法について考察しており、換気
 システムの性能検証に関連する今後の研究に有益な情報を与えている。
 以上より本論文は、シックハウス防止及び省エネルギー推進の背景を受け、近年、住宅に導入される
 ようになった各種の換気システムの性能評価事例について貴重な資料を提供すると供に、住宅の換気性
 能を確保・維持する上で重要な性能評価法を提案し、その応用について示したものであり、建築環境工
 学の発展に寄与するところが少なくない。
 よって、本論文は博士(工学)の学位論文として合格と認める。
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